
企業事例

事業者に健康診断の実施が義務づけられている以上、事業主には定期健康診断の費用負担義務がある
（社会福祉法人セヴァ福祉会事件　京都地裁　令4.5.11判決）
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●試用期間中に痴漢行為で逮捕され、出勤できなくなった社員を本採用拒否してよいか
●転勤拒否を理由に懲戒処分できるか
●会社の業務とは関係がない副業の動画配信で炎上した社員を懲戒処分できるか
●65歳の定年年齢を引き下げる代わりに、有期労働契約での継続雇用制度を設けることは不利益変更となるか
●「同一労働同一賃金」その他パート・有期法に係る行政指導の実態はどのようになっているか
●作業上のミスが増え、欠勤が増えてきた障害者に対し、勤怠不良により退職を促す際の留意点
●オンラインによる団体交渉で、参加人数を制限したり、録画を禁止したりすることはできるか
●インターンシップ中に学生がけがをした場合、労災保険は適用されるか
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